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成果指標と目標値 

 

 

第 1 章 支え合い・活気あふれる「健康なまち」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 成果指標 ２８年度現状値 ３１年度目標値 

１ 健康寿命（平均自立期間） 
男（65 歳）：18.33 年 

女（65 歳）：23.94 年  
平成 28 年度より延伸 

２ 

高齢者の仲間づくり、生きがいづ

くり、閉じこもり予防・介護予防

を実施する「ふれあい・いきいき

サロン」の設置数 

29 か所 56 か所 

３ 
第 1 号被保険者に対する要介護認

定の割合 
14.5% 14.5% 

４ 

「障がい者基本計画策定のための

アンケート調査」における設問

「外出時の困りごと」に対する回

答肢のうち、社会的障壁にあたる

回答肢が選択された率 

（平成 28 年度中にアン

ケートを実施し結果を集

計予定） 

平成 28 年度調査結果に

おける選択率より低減す

る 

５ 国保収支比率 
96.65% 

（平成 27 年度決算） 
96.65% 

６ 市内事業所数 
4,270 事業所 

（H26 経済センサス） 

現状維持 

（4,270 事業所） 

７ 
創業塾受講生の市内における創

業・起業数 
（年度末に確認） ８件／年 

８ 
ふるさとハローワーク利用者就職

率 

18.5%（平成 27 年度平均

利用者就職率） 
20.0% 

平成 28 年度 第 2 回 

習志野市長期計画審議会 

資料１－３ 
第Ⅱ部 前期第 2 次実施計画  

第Ⅱ部 前期第 2 次実施計画  
平成 28 年度 第 2 回 

習志野市長期計画審議会 

資料１－２ 



2 

 

 

 

 

 

 

   第１項 健康づくりの充実  第１号 健康なまちづくりの推進  

 第２号 市民主体の健康づくりの推進  

 第３号 生活習慣病予防の充実  

 第４号 母子保健活動の充実  

 第５号 医療・感染症予防体制の充実  

   第２項 地域福祉の推進  第１号 地域福祉活動への支援  

 第２号 福祉的配慮のあるまちづくりの推進  

   第３項 高齢者支援の推進  第１号 高齢者の生きがい対策と社会参加の促進 

 第２号 介護予防の推進 

 第３号 高齢者支援体制の充実  

 第４号 介護サービス等の充実  

   第４項 障がい者（児）支援の推進 第１号 障がいのある人への理解の促進  

 第２号 地域による支えあいの推進  

 第３号 生活環境の整備 

 第４号 相談支援体制・権利擁護の充実  

 第５号 一人ひとりに応じた支援の充実  

   第５項 社会保障の充実  第１号 生活保護等による自立支援の推進  

 第２号 国民健康保険の健全な運営  

 

 

   第１項 商業・工業・  第１号 商業の振興と商店街の活性化  

農業・観光の振興  第２号 中小企業の経営支援  

 第３号 地域に根差した産業の育成と操業環境等の保持 

 第４号 都市型農業の振興  

 第５号 観光振興事業の推進  

   第２項 新しい産業の創造  第１号 創業・起業支援の強化  

 第２号 産学民官連携の推進による新産業・新技術の創出 

   第３項 勤労環境の充実  第１号 勤労者福祉の充実  

 第２号 雇用・就業の支援  

 
第 1 章 支え合い・活気あふれる「健康なまち」 

第１節  誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉の充実  

第２節 にぎわいと活力を創出する地域経済・産業の振興  
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第１項 健康づくりの充実 （前期基本計画 Ｐ５３） 

市民が健全な生活を送るためには、健康を気遣える環境の整備が重要となります。

市民一人ひとりが健康に対する意識を高め、健康的な生活を自ら選択・実践し、主体

的に楽しく健康づくりができるよう取り組みます。  

 また、市民自らが健康の維持増進に取り組むための環境整備を、市民・事業者等と

協働して進めていきます。  

 これら「健康づくり」は、平成 24（2012）年度に制定した、「（通称）習志野市健

康なまちづくり条例」に基づき、行政のあらゆる分野において推進します。  

 

 

◆成果指標と目標値  

成果指標 ２８年度現状値 ３１年度目標値 

健康寿命（平均自立期間） 
男（65 歳）：18.33 年 

女（65 歳）：23.94 年  
平成 28 年度より延伸 

 

 

◆予定事業  

 

第 1 号 健康なまちづくりの推進 

１ 健康なまちづくり条例推進事業 

担当部課 健康福祉部 健康支援課 

施策体系番号 第１章 第１節 第１項 第１号 最終計画年度 継続 

事業概要 
（通称）健康なまちづくり条例に基づき、健康なまちづくりを推

進する。 

平成３１年度 

までの目標 

健康なまちづくり基本計画を策定し、健康なまちづくりを推進す

る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

平成２９年度  千円 

平成３０年度  千円 

平成３１年度  千円 

 

第 1 章 支え合い・活気あふれる「健康なまち」 

第１節 誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉の充実 
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第 2 号 市民主体の健康づくりの推進 

第 3 号 生活習慣病予防の充実 
２ 成人、高齢者保健活動事業 

担当部課 健康福祉部 健康支援課 

施策体系番号 
第１章 第１節 第１項 第２号 

第１章 第１節 第１項 第３号 
最終計画年度 継続 

事業概要 
健康増進法に基づいた健康増進事業を実施する。健康づくりの推

進に関わる市民ボランティアの育成と活動支援を行う。 

平成３１年度 

までの目標 

生活習慣病の有病者や予備群の減少に努め、市民一人ひとりの健

康に対する意識を高める。また、市民が主体的に楽しくお互い支

えあって、健康づくりに取り組めるように支援する。 

主な実施予定内容 予定事業費 

平成２９年度  千円 

平成３０年度  千円 

平成３１年度  千円 

 

３ 成人歯科健康診査事業 

担当部課 健康福祉部 健康支援課 

施策体系番号 第１章 第１節 第１項 第３号 最終計画年度 継続 

事業概要 
健康増進法及び歯科口腔保健の推進に関する法律に基づき、歯科

健康診査を実施する。 

平成３１年度 

までの目標 

各対象者の受診率の向上を図る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

平成２９年度  千円 

平成３０年度  千円 

平成３１年度  千円 

 

 

第４号 母子保健活動の充実 

７ 
母子保健活動事業   

※総合戦略第 2 次アクションプラン予定事業（P  ） 

担当部課 保健福祉部 健康支援課 

施策体系番号 第１章 第１節 第１項 第４号 最終計画年度 継続 

事業概要 
母性及び乳幼児の健康の保持増進を図るため、指導と援助を行

う。 

平成３１年度 

までの目標 

生後 4 か月までの全乳児の状況把握を目指し、把握率 95％以上を

維持する。 

主な実施予定内容 予定事業費 

平成２９年度  千円 

平成３０年度  千円 

平成３１年度  千円 
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数値目標と重要業績成果指標 
 

１．「安心して産み育てること、 

未来をひらく教育を受けることができるまちづくり」 

数値目標 基準値（H27） 目標値（H31） 

(1) 年少人口推計における 

減少幅の縮減：＋115 人 

22,385 人 

（H32.3 月末推計） 

22,500 人 

（H32.3 月末） 

(2) 子育て支援施策の満足度 

:5.8 ﾎﾟｲﾝﾄ増(20～40 歳代平均) 

29.6％ 35.4％ 

(3) 学校教育の施策の満足度 

:6 ﾎﾟｲﾝﾄ増(20～40 歳代平均) 

27.6％ 33.6％ 

 

２．「魅力あるくらしのできる習志野へ 

“新しいひとの流れ”をつくるまちづくり」 

数値目標 基準値（H26） 目標値（H31） 

(1) 20 歳代転出者数の縮減 

：3％減 

2,684 人 

（H24～26 年度平均） 

2,603 人 

(2) 子育て世代の転入者数の増  

（30～49 歳）  ：3％増 

3,352 人 

（H24～26 年度平均） 

3,453 人 

(3) 東京都からの転入者数の増 

：2.5％増 

 1,217 人 

（H24～26 年度平均） 

1,247 人 

（H31 年度） 

３．「しごとをつくり、“働きたい”をかなえるまちづくり」 

数値目標 基準値（H27） 目標値（H31） 

(1) 市内事業所数：現状維持 3,957 事業所（H24） 現状維持 

(2) 市内事業所従業者数：現状維持  49,151 人（H24） 現状維持 

(3) 創業塾受講生の市内創業事業者

の増   

：33％増（H27～H31 合計 40 人） 

6 人 

（H26） 

8 人 

（H27～H31 

合計 40 人） 

 

４．「未来に対応する地域をつくり、 

支え合い・つながりで安心なくらしを守るまちづくり」 

数値目標 基準値（H27） 目標値（H31） 

(1) 市民満足度 

（『住みよい』と感じる人の割合） 

：2.1 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

85.9％（H27）  88.0％（H30） 

(2) 健康寿命（平均自立期間：日常生

活に支障を要しない期間） 

：延伸 （平均寿命延伸分を上回る） 

（H25） 

65 歳男性 17.25 年 

75 歳男性  9.79 年 

65 歳女性 20.03 年 

75 歳女性 11.55 年 

 

65 歳男性 延伸 

75 歳男性 延伸 

65 歳女性 延伸 

75 歳女性 延伸 

(3) 自主防災組織の組織率 

（自主防災組織加入世帯／全世帯） 

：2.53 ポイント増  

62.47％ 

（H27.3 月末） 

65.0％ 

（H32.3 月末） 

第Ⅲ部 総合戦略 第 2 次アクションプラン 
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基本目標１ 

安心して産み育てること、未来をひらく教育を受けることができる

まちづくり 

 

（ア）妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援   

 

①親と子どもの健康支援の充実          （総合戦略 Ｐ  ）  

 

◇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

重要業績評価指標（KPI） 基準値(H27) 目標値(H31) 

１)こんにちは赤ちゃん事業家庭訪問実施率  97.5％ 97.5％ 

2) 乳幼児把握状況 99.9％ 100.0％ 

3) 0 歳児の予防接種アプリ登録率 
65％ 

(他市の平均値) 
80％ 

4) 予防接種間隔に関する接種事故の削減  年間 11 件 
▲80％ 

年間 2 件 

 

◇予定事業 

 

 

１ 母子保健活動事業                ※前期第２次実施計画予定事業（P ） 

担当部課  健康福祉部 健康支援課  

 

２ 母子健康診査事業                ※前期第２次実施計画予定事業（P ） 

担当部課  健康福祉部 健康支援課  

３ 予防接種事業                   ※前期第２次実施計画予定事業（P ） 

担当部課  健康福祉部 健康支援課  

４ 予防接種スケジュール携帯サイトサービス 

担当部課  健康福祉部 健康支援課  

事業概要  
子どもの幼児期の複雑化する予防接種スケジュール管理が簡単にでき、接種漏れ

や誤接種などを防ぐために保護者が利用できるサービスの提供を行う。 

平成３１年度 

までの目標  
０歳児の加入率を８０％以上にする。 

主な実施予定内容  予定事業費  

平成２９年度 
・予診票郵送時、母子保健推進員訪問の際のチラシの封

入や、ソフトの照会  
千円 

平成３０年度 
・予診票郵送時、母子保健推進員訪問の際のチラシの封

入や、ソフトの照会  
千円 

平成 31 年度  
 

 
千円  
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〜 予定事業 各部一覧 〜 
 

＜前期第 2 次実施計画＞ 

 

政策経営部 

頁 № 事業名 担当課 

 202 広報習志野発行事業 広報課 

 203 
ホームページの充実、各種ソーシャルメディアの活

用による行政情報の提供 
広報課 

 208 公共施設再生計画推進事業 資産管理課 

 209 新庁舎建設事業 資産管理課 

 210 施設再生課事務費（施設保全情報システム整備） 施設再生課 

 211 経営改革推進事業 財政課 

 212 市場公募債発行事業 財政課 

 

 

総務部 

頁 № 事業名 担当課 

 48 危機管理推進事業 危機管理課 

 49 防災行政無線事業 危機管理課 

 50 自主防災組織事業 危機管理課 

 206 文書管理システムの導入 総務課 

 207 情報インフラの整備 情報政策課 

 216 電算システムの見直し 情報政策課 

 4 防災行政無線事業 危機管理課 

 5 防災行政無線事業 危機管理課 

 43 文書管理システムの導入 総務課 
 

 

 

第Ⅳ部 参考資料 
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＜総合戦略 第 2 次アクションプラン＞ 

 

政策経営部 

頁 № 事業名 担当課 

 109 袖ケ浦団地活性化事業 資産管理課 

 111 大久保地区公共施設再生事業（利活用検討） 資産管理課 

 113 まちの魅力発信事業（定住促進事業） 
広報課・ 

総合政策課 

 114 広報習志野発行事業 広報課 

 116 ホームページ運営・管理事業 広報課 

 139 
大久保地区公共施設再生事業（構想策定・事業者

選定） 
資産管理課 

 140 公共施設再生計画推進事業 資産管理課 

 141 UR 都市機構と連携した市内大規模団地活性化事業 総合政策課 

 165 広報まちかど特派員制度 広報課 

 170 公共サービス研究の推進 総合政策課 

 

総務部 

頁 № 事業名 担当課 

 156 自主防災組織事業 危機管理課 

 157 地域防災拠点（自主防災組織）の強化 危機管理課 

 161 総合防災訓練事業 危機管理課 

  


